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第15期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結持分変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

「連結持分変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計
算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第
15条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することにより株
主の皆様に提供しております。

表紙
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連結持分変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式

その他の資本の構成要素

確定給付制度
の 再 測 定

資本性金融
商品の公正
価 値 測 定

在 外 営 業
活 動 体 の
換 算 差 額

合 計

期首残高 4,366 13,054 47,564 △253 △3,668 △80 △3,036 △6,785
当期利益 2,838
その他の包括利益 2,390 844 4,106 7,341

当期包括利益合計 － － 2,838 － 2,390 844 4,106 7,341
配当金 △701
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 8
その他の非支配持分の
増減 △147

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 △0 0 0

所有者との取引額合計 － △147 △701 8 － 0 － 0
期末残高 4,366 12,906 49,700 △244 △1,277 763 1,070 556

親会社の所有者
に 帰 属 す る
持 分 合 計

非支配持分 資 本 合 計

期首残高 57,946 5,326 63,272
当期利益 2,838 △1,063 1,774
その他の包括利益 7,341 1,087 8,429

当期包括利益合計 10,180 23 10,204
配当金 △701 △701
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 8 8
その他の非支配持分の
増減 △147 △310 △457

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 － －

所有者との取引額合計 △840 △310 △1,150
期末残高 67,285 5,039 72,325

－ 1 －

連結持分変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結計算書類の作成基準
当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際財務報告基準(以下、「IFRS」)に準拠して作成
しております。
なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

⑵　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　　　　12 社
連結子会社の名称………………………ケー・ティ・エイチ・パーツインダストリーズ・インコーポレーテッド

カライダ・マニュファクチャリング・インコーポレーテッド
ケー・ティ・エイチ・リーズバーグ・プロダクツ・リミテッド・ライアビリティ・カンパ
ニー
ケー・ティ・エイチ・シェルバーン・マニュファクチャリング・インコーポレーテッド
広州愛機汽車配件有限公司
清遠愛機汽車配件有限公司
武漢愛機汽車配件有限公司
エイチワン・パーツ(タイランド)カンパニー・リミテッド
エイチワン・パーツ・シラチャ・カンパニー・リミテッド
エイチワン・インディア・プライベート・リミテッド
ピー・ティ・エイチワン・コウギ・プリマ・オート・テクノロジーズ・インドネシア
ピー・ティ・ロダ・プリマ・オート・テクノロジーズ・インドネシア

⑶　持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況

持分法を適用した関連会社の数　　　３社
会社の名称………………………………ジーワン・オート・パーツ・デ・メキシコ・エス・エー・デ・シー・ブイ

シー・エヌ・シー・ディーテックス・カンパニー・リミテッド
東風愛機汽車プレス部品有限公司

上記のうち、東風愛機汽車プレス部品有限公司は、2020年７月に当社と東風模具沖圧技術有限公司及び武漢愛機汽車配件有限
公司との合弁会社として新規設立されたため、当連結会計年度より持分法適用の関連会社に含めております。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．金融商品の当初認識及び測定
当社グループは、営業債権については発生時に認識し、発行した負債証券については発行日に認識しております。それ以外の
金融商品については契約条項の当事者となった日、すなわち取引日に、金融資産又は金融負債を連結財政状態計算書に認識し
ております。
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債は当初認識する時点でそれを公正価値で、純損益を通じて公正価値
で測定しない金融資産又は金融負債は、金融資産又は金融負債の取得又は発行に直接帰属する取引費用を公正価値に加算又は
減算して算定しております。

ロ．金融資産の当初認識後の測定(ヘッジ対象として指定した金融資産、減損を除く)
金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定する場合を除き、金融資産の管理に関する企業の事業モ
デル及び金融資産の契約上のキャッシュ・フローの特性に基づいて、事後的に償却原価で測定するもの又は公正価値で測定す
るもののいずれかに分類しております。

－ 2 －

連結注記表
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ａ．償却原価で測定する金融資産
次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定しております。
(ａ)　契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資産が保

有されている。
(ｂ)　金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生

じる。
当社グループの償却原価で測定する金融資産には営業債権等があります。

ｂ．公正価値で測定する金融資産
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定する場合又はａに記載した条件を満たさない場合は、公正価値で
測定し、公正価値の変動は純損益で認識しております。なお、売買目的ではない資本性金融商品への投資の公正価値の事
後的な変動を、その他の包括利益(資本性金融商品の公正価値測定)に表示するという取消不能の選択をする場合がありま
す。この場合、当該投資からの配当の支払を受ける権利が確定した時点で、配当を純損益に認識しております。
当社グループにおいて、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産としてはデリバティブ金融資産が、その他の包括利
益を通じて公正価値で測定する金融資産としては資本性金融商品が存在しております。

ハ．金融資産等の減損
償却原価で測定される金融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損失に対して貸倒引当金を認識してお
ります。
当社グループは、期末日ごとに、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大したかどうかを評価しております。
金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を12か月の予想
信用損失と同額で測定しております。一方で、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当
該金融商品に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しております。
ただし、営業債権等については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しております。
金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積ります。
ａ．一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
ｂ．貨幣の時間価値
ｃ．報告日時点で過大なコスト又は労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状況並びに将来の経済状況の予測につい

ての合理的で裏付け可能な情報
当該測定に係る金額は、純損益で認識しております。
予想信用損失計上後に予想信用損失を減額する事象が発生した場合は、予想信用損失の減少額を純損益として戻入れておりま
す。

ニ．金融資産の認識の中止
当社グループは、次のいずれかの場合に金融資産の認識の中止を行っております。
ａ．当該金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合
ｂ．金融資産を譲渡し、その譲渡が当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転している場合
当社グループが、譲渡資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを保持しているために、譲渡が認識の中止となら
ない場合には、その譲渡資産全体の認識を継続し、受取った対価について金融負債を認識しております。その後の期間におい
ては、譲渡資産に関する収益と金融負債に発生する費用をすべて認識しております。

ホ．棚卸資産
棚卸資産は、原価と正味実現可能価額とのいずれか低い額により測定しております。棚卸資産の原価には、購入原価、加工費
及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他の原価のすべてを含めております。加工費には、生産設備の
正常生産能力に基づく固定製造間接費を含んでおり、原価の配分方法は、製品、仕掛品及び原材料については、主として移動
平均法、貯蔵品については、先入先出法に基づいております。
正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積売価から完成までに要する見積原価及び販売に要する見積費用を控除し
た額であります。

－ 3 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産(リース資産を除く)

有形固定資産の取得原価から残存価額を控除した償却可能額を耐用年数にわたって、主として定額法により規則的に償却して
おります。耐用年数は次のとおりであります。
なお、見積耐用年数、減価償却方法及び残存価額は、期末日に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変更と
して将来に向かって調整しております。

種別 耐用年数
建物 10～50年
構築物 10～20年
機械装置 ５～20年
工具、器具及び備品 ２～10年

ロ．無形資産(リース資産を除く)
ａ．のれん

のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しております。
のれんは償却を行わず、事業を行う地域及び事業の種類に基づいて識別された資金生成単位に配分し、毎年又は減損の兆
候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、
その後戻入れを行いません。

ｂ．その他の無形資産
無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示して
おります。
個別に取得した無形資産は、当初認識に際し取得原価で測定しております。なお、製品の開発に関する支出については、
資産化の要件を満たす開発費用を除き、その支出額はすべて発生した期の費用として計上しております。有限の耐用年数
を有する無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却し、減損の兆候が存在する場合はその都度、減損
テストを実施しております。有限の耐用年数を有する無形資産の見積耐用年数及び償却方法は、期末日に見直しを行い、
変更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
有限の耐用年数を有する無形資産の主な見積耐用年数は以下のとおりであります。
・ソフトウエア　…　５年
・顧客関連資産　…　９年

ハ．リース資産
ａ．借手としてのリース

当社グループでは、リース契約開始時に、その契約がリースであるか、または契約にリースが含まれているか否かについ
ては、契約の実質に基づき判断しております。契約の履行が、特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり
対価と交換に移転する契約の場合、当該資産はリースの対象となります。
ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び少額資産のリースについて、使用権資産及びリース負債を認識しない
ことを選択しております。
契約がリースまたはリースが含まれている場合、リース負債の当初測定の金額に当初直接コスト等を加減した金額で使用
権資産を当初認識しております。リース負債は、契約開始時に同日現在で支払われていないリース料の現在価値で当初認
識しております。
使用権資産は、契約開始時から使用権資産の耐用年数の終了時またはリース期間の終了時のいずれか早い方までの期間に
わたって定額法で減価償却を行っております。

ｂ．貸手としてのリース
ファイナンス・リース(貸手)については、リース投資未回収額を連結財政状態計算書にその他の金融資産として計上して
おります。未稼得金融収益はリース期間にわたり純投資額に対して一定率で配分し、その帰属する期間に金融収益として
認識しております。また、金融収益は連結損益計算書で認識しております。なお、製造業者又は販売業者としての貸手と
なる場合、ファイナンス・リースに係る収益は、物品販売と同様に会計処理しております。
オペレーティング・リース(貸手)については、受取リース料をリース期間にわたって定額で収益として認識しております。

ニ．投資不動産
投資不動産の測定に原価モデルを採用しており、有形固定資産に準じた見積耐用年数及び減価償却方法を使用しています。

－ 4 －
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③　重要な引当金の計上基準
引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決済するために経済的
資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りが可能な場合に認識しております。引当金は、
見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及び当該負債に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割引
いております。時の経過に伴う割引額の割戻しは純損益として認識しております。

④　従業員給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び非積立型の退職一時金制度を、一部の海外連結子会社は確定給
付型の制度を設けております。また、一部の海外連結子会社は、確定拠出型の年金制度を設けております。
ａ．確定給付制度

確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を負債又は資産として認識しております。確定給付債務の現
在価値及び関連する費用は、原則として、予測単位積増方式を用いて算定しております。確定給付債務の現在価値を算出
するために使用する割引率は、原則として、優良社債の市場利回りを参照して決定しております。
数理計算上の差異については、連結包括利益計算書におけるその他の包括利益として認識しております。

ｂ．確定拠出制度
確定拠出型の退職給付に係る要拠出額を当期の費用として認識しております。

ロ．短期従業員給付
短期従業員給付は、関連する勤務が提供された時点で純損益として計上しております。
賞与及び有給休暇費用は、当社グループがそれを支払う現在の法的又は推定的債務を負っており、信頼性のある見積りが可能
な場合に制度に基づいて支払われると見積った額を負債として認識しております。

⑤　外貨換算
当社グループの連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。また、グループ内の各企業はそれぞれ独自
の機能通貨を定めており、各企業の取引はその機能通貨により測定しております。外貨建取引は、取引日における直物為替相場
又はそれに近似するレートにより機能通貨に換算しております。外貨建の貨幣性資産及び負債は、期末日の直物為替相場により
機能通貨に換算しております。当該換算及び決済により生じる換算差額は損益として認識しております。在外営業活動体の資産
及び負債は期末日の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均為替レートにより、それぞれ円貨に換算しており、その換算
差額はその他の包括利益として認識しております。在外営業活動体が処分された場合には、当該営業活動体に関連する累積換算
差額を処分した期の損益として認識しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
(表示方法の変更)

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号　2020年３月31日)を当連結会計年度の年度末に係る連結財務諸
表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

－ 5 －
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３．会計上の見積りに関する注記
(重要な会計上の見積り)

⑴　有形固定資産及び無形資産の減損
当社グループは、有形固定資産が減損している可能性を示す兆候がある場合には減損テストを実施しております。また、のれんに
ついては、毎年又は減損の兆候が存在する場合にはその都度減損テストを実施しております。
減損テストは、資産の帳簿価額と回収可能価額を比較することにより実施し、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には減損損失
を計上しております。
回収可能価額の算定にあたっては、資産の使用から生み出される将来キャッシュ・フローの割引現在価値と最終的な処分から生み
出される将来キャッシュ・フローの割引現在価値を見積っております。このような見積りは、経営者による最善の見積りにより行
っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。
なお、当連結会計年度において連結財政状態計算書に計上されている有形固定資産81,902百万円及び無形資産1,021百万円のう
ち、日本の量産事業に属する有形固定資産及び無形資産16,169百万円及び北米地域の有形固定資産及び無形資産23,223百万円に
ついて、事業環境の変化に伴う収益性の低下により減損の兆候があるものと判断し、減損損失計上要否の検討を行いましたが、当
該資産グループから得られる使用価値がその帳簿価額を上回っていたため当連結会計年度において減損損失を認識しておりません。
使用価値は、５年間の事業計画及び事業計画が策定されている期間を超える期間について将来の不確実性を考慮した成長率を用い
て算定した将来キャッシュ・フローと、一定の割引率に基づき算定しています。事業計画の算定に用いた主要な仮定は、車種ごと
の自動車部品の販売見込数量及び販売単価・製造単価の見積りであり、また、事業計画が策定されている期間を超える期間におけ
る成長率、及び割引率も主要な仮定となります。なお、主要な仮定である車種ごとの自動車部品の販売見込数量等の仮定は不確実
性を伴うため、今後の経過によっては使用価値の見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑵　退職給付
当社グループは、従業員及び退職者に対して確定給付型及び確定拠出型の退職給付制度を有しております。確定給付制度債務の現
在価値、勤務費用等は、様々な数理計算上の仮定に基づいて算定しております。数理計算上の仮定には、割引率、将来の給与支給、
制度からの将来の脱退者、加入者の平均余命など、様々な要素の見積りをしております。このような見積りは、経営者による最善
の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果や関連法令の改正・公布によって実際の結果と異なる可
能性があります。
なお、当連結会計年度において連結財政状態計算書に退職給付に係る資産を2,045百万円及び退職給付に係る負債を7,604百万円
計上しております。

⑶　法人所得税
繰延税金資産は、将来減算一時差異等を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。課税所得が生じる
可能性の判断においては、事業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積っております。このような見積りは、経営者によ
る最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。
なお、当連結会計年度において連結財政状態計算書に繰延税金資産を637百万円計上しております。

４．連結財政状態計算書に関する注記
⑴　資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権 △16百万円
その他の金融資産 △10百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 219,433百万円
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５．連結持分変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普 通 株 式 28,392千株 － － 28,392千株
⑵　自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普 通 株 式 338千株 0千株 △10千株 327千株

（注）１．増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 0千株

２．減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
株式給付信託(BBT)制度による当社株式の給付による減少 △10千株

３．当連結会計年度末の自己株式数には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当
社株式326千株が含まれております。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2020年６月29日開催の第14期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 369百万円
・１株当たり配当金額 13円00銭
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月30日
(注)　配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が保有する当社株式

に対する配当金４百万円を含んでおります。
ロ．2020年11月４日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 340百万円
・１株当たり配当金額 12円00銭
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月４日
(注)　配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対す

る配当金３百万円を含んでおります。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2021年６月23日開催の第15期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当の原資 利益剰余金
・配当金の総額 397百万円
・１株当たり配当金額 14円00銭
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月24日
(注)　配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対す

る配当金４百万円を含んでおります。
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に自動車部品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を調達(主に銀行借入れ)し
ております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入れにより調達しております。
為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するため、デリバティブ契約を締結しておりますが、投機的な取引は行っておりませ
ん。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及びその他の債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当連結会計年度末における営業債権のうち
約70％が特定の大口顧客に対するものです。また、外貨建売掛金があり、為替リスクに晒されております。保有する資本性金融
商品は、取引関係の安定及び営業活動の推進等を目的とする業務に関連する株式であります。
営業債務である買掛金は、大半が１年以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース負債は、
主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。借入金については、変動金利のものがあり金利変動リスクに晒
されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について営業本部、経営企画室及び経理部が連携して主要な取引先の状況を定期的に
モニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
デリバティブ取引については、カウンターパーティーリスクを軽減するために、取引相手先を高格付を有する大手金融機関に
限定していることから信用リスクはほとんどないと認識しております。
また、期末日の信用リスク(保証債務を除く)に対する最大エクスポージャーは、金融資産の帳簿価格と一致しております。な
お、大口顧客を含めた当社グループの顧客は、上場会社及びその関係会社が90％以上を占めているため、信用リスクは限定的
であります。

ロ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社グループは、期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にその支払を実行できなくなるリスクに
備え、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、十分な手許流動性を維持すること等
により、流動性リスクを管理しております。

ハ．為替変動リスク
当社グループは、海外で事業活動を展開していることから、機能通貨以外の通貨で実施する取引から発生する為替変動リスク
に晒されております。

二．金利変動リスク
当社グループでは、固定金利での借入れを主にすることで金利上昇リスクの軽減を図っておりますが、変動金利の有利子負債
は金利変動のリスクに晒されております。このうち一部のものについては、金利変動リスクを回避するために金利スワップ取
引を行っております。
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⑵　金融商品の公正価値等に関する事項
①　金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

2021年３月31日における金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

当連結会計年度
（2021年３月31日）
帳簿
価額

公正
価値

償却原価で測定する金融資産
営業債権及びその他の債権 31,631 31,631
リース債権 3,124 3,124
その他 573 573
貸倒引当金 △10 △10

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

資本性金融商品 4,414 4,414

金融資産合計 39,733 39,733
償却原価で測定する金融負債

営業債務 20,092 20,092
借入金 45,315 45,326
未払金 3,100 3,100
リース負債 1,872 1,872
その他 113 113

金融負債合計 70,494 70,505
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②　公正価値の算定方法
公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。
イ．金融資産

・営業債権及びその他の債権
これらは短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額によっております。

・リース債権
一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割引いた現在価値に
基づいて算定しております。

・資本性金融商品
上場株式の公正価値については期末日の市場の終値を使用しております。

・デリバティブ金融資産
取引先金融機関から提示された価額等に基づいて算定しております。

ロ．金融負債
・営業債務、未払金

これらはすべて短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額によっております。
・借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。
・リース負債

新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。
・デリバティブ金融負債

取引先金融機関から提示された価額等に基づいて算定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり親会社所有者帰属持分 2,397円48銭
⑵　基本的１株当たり当期利益 101円14銭
⑶　希薄化後１株当たり当期利益 99円97銭

（注）１株当たり親会社所有者帰属持分の算定に用いた当連結会計年度末の普通株式及び基本的１株当たり当期利益の算定に用いた普通
株式の期中平均株式数については、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式
(当連結会計年度末326千株、期中平均株式数329千株)を控除しております。
なお、希薄化性潜在的普通株式は、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式
(期中平均株式数329千株)であります。

８．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 10 －

連結注記表



2021/05/24 19:21:12 / 20700191_株式会社エイチワン_招集通知（Ｆ）

株主資本等変動計算書 (2020年４月１日から2021年３月31日まで) (単位：百万円)

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計配当準備

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 4,366 13,363 95 13,459 261 1,436 11,221 8,917 21,835
当期変動額

剰余金の配当 △701 △701
当期純利益 2,631 2,631
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － － － 1,929 1,929
当期末残高 4,366 13,363 95 13,459 261 1,436 11,221 10,847 23,765

株主資本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

当期首残高 △253 39,408 △80 39,328
当期変動額

剰余金の配当 △701 △701
当期純利益 2,631 2,631
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 8 8 8
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 844 844

当期変動額合計 8 1,937 844 2,782
当期末残高 △244 41,346 763 42,110
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

イ．子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

時価のないもの……………………移動平均法による原価法
②　たな卸資産

イ．製品、仕掛品及び原材料…………主として移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
ロ．貯蔵品………………………………最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産…………………………

（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

②　無形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における見込
利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌事業年度支払予定額のうち当事業年度に属す

る支給対象期間に見合う金額を計上しております。
③　退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法…退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。
ロ．数理計算上の差異及び過去勤務

費用の費用処理方法………………2008年10月に退職金規程を改定したことに伴い発生した過去勤務費用については、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(13
年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

④　役員株式給付引当金…………………取締役等に対し、信託を通じて自社の株式等を交付する株式報酬制度により、当事業年度末
において対象者に付与されているポイントを基礎とした当社株式等の給付見込額を計上して
おります。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結

財政状態計算書におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
②　消費税等の会計処理…………………税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記
(表示方法の変更)

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号　2020年３月31日)を当事業年度の年度末に係る財務諸表から適
用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
(重要な会計上の見積り)

⑴　有形固定資産及び無形固定資産の減損
当社は、有形固定資産が減損している可能性を示す兆候がある場合には減損損失の認識の判定を実施しております。
減損損失の認識の判定は、資産の帳簿価額と割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りを比較することにより実施し、減損損
失を認識すべきと判定した場合には、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に減損損失を計上しております。
回収可能価額の算定にあたっては、資産の使用から生み出される将来キャッシュ・フローの割引現在価値と最終的な処分から生み
出される将来キャッシュ・フローの割引現在価値を見積っております。このような見積りは、経営者による最善の見積りにより行
っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。
なお、当事業年度において貸借対照表に計上されている有形固定資産27,217百万円及び無形固定資産110百万円のうち、量産事
業に属する有形固定資産及び無形固定資産を19,543百万円計上しております。量産事業において減損の兆候があるものと判断し、
減損損失の認識の判定を行いましたが、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローがその帳簿価額を上回って
いたため当事業年度において減損損失を認識しておりません。
割引前将来キャッシュ・フローは、５年間の事業計画及び事業計画が策定されている期間を超える期間について将来の不確実性を
考慮した成長率を用いて算定した将来キャッシュ・フローに基づき算定しています。事業計画の算定に用いた主要な仮定は、車種
ごとの自動車部品の販売見込数量及び販売単価・製造単価の見積りであり、また、事業計画が策定されている期間を超える期間に
おける成長率も主要な仮定となります。なお、主要な仮定である車種ごとの自動車部品の販売見込数量等の仮定は不確実性を伴う
ため、今後の経過によっては将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑵　退職給付
当社は、従業員及び退職者に対して確定給付型の退職給付制度を有しております。退職給付債務、勤務費用等は、様々な数理計算
上の仮定に基づいて算定しております。数理計算上の仮定には、割引率、将来の給与支給、制度からの将来の脱退者、加入者の平
均余命など、様々な要素の見積りをしております。このような見積りは、経営者による最善の見積りにより行っておりますが、将
来の不確実な経済条件の変動の結果や関連法令の改正・公布によって実際の結果と異なる可能性があります。
なお、当事業年度において貸借対照表に計上されている長期前払費用409百万円のうち、退職給付に係る資産を345百万円計上し
ております。

⑶　繰延税金資産
繰延税金資産は、将来減算一時差異等を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。課税所得が生じる
可能性の判断においては、事業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積っております。このような見積りは、経営者によ
る最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。
なお、当事業年度においては繰延税金資産の計上はございません。

－ 13 －

個別注記表



2021/05/24 19:21:12 / 20700191_株式会社エイチワン_招集通知（Ｆ）

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 118,518百万円
⑵　偶発債務

以下の関係会社の金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。
ケー・ティ・エイチ・パーツインダストリーズ・
インコーポレーテッド 3,874百万円

エイチワン・インディア・プライベート・リミテッド 228百万円
ピー・ティ・エイチワン・コウギ・プリマ・オート・
テクノロジーズ・インドネシア 616百万円

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 8,859百万円
②　長期金銭債権 600百万円
③　短期金銭債務 2,085百万円

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

①　売上高 39,379百万円
②　仕入高 8,579百万円
③　受取配当金、受取保証料及び受取利息 1,698百万円
④　販売費及び一般管理費 178百万円

⑵　研究開発費の総額 2,205百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普 通 株 式 338千株 0千株 △10千株 327千株

（注）１．増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 0千株

２．減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
株式給付信託(BBT)制度による当社株式の給付による減少 △10千株

３．当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株
式326千株が含まれております。
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

賞与引当金 331百万円
未払事業税 27百万円
役員株式給付引当金等 123百万円
合併受入資産評価差額 28百万円
少額減価償却資産償却超過額 16百万円
たな卸資産評価損 121百万円
貸倒引当金等 5百万円
投資有価証券評価損 585百万円
固定資産減損損失 38百万円
その他 133百万円
繰延税金資産小計 1,413百万円
評価性引当額 △749百万円
繰延税金資産合計 663百万円

（繰延税金負債）
前払年金資産 △104百万円
その他有価証券評価差額金 △327百万円
合併受入資産評価差額 △519百万円
繰延税金負債合計 △951百万円
繰延税金負債の純額 △288百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。
⑵　子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の
名 称 又 は 氏 名 所 在 地 資 本 金 事 業 の

内 容
議 決 権 等
の 所 有
割合(％)

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)

子会社

ケー・ティ・エ
イチ・パーツイ
ン ダ ス ト リ ー
ズ・インコーポ
レ ー テ ッ ド

ア メ リ カ
オハイオ州

千米ドル
64,449

自動車部
品の製造
及び販売

所有
60.66

債 務
保 証 先

役員の兼任
兼 任 　 1 名

保 証
債 務 3,874 － －

保 証 料
の 受 入 9 － －

子会社
エイチワン・イ
ンディア・プラ
イベート・リミ
テ ッ ド

イ ン ド
ウッタルプラ
ディッシュ州

千印ルピー
999,128

自動車部
品の製造
及び販売

所有
95.00

債 務
保 証 先

役員の兼任
兼 任 　 1 名

保 証
債 務 228 － －

保 証 料
の 受 入 0 － －

子会社

ピー・ティ・エ
イチワン・コウ
ギ・プリマ・オ
ート・テクノロ
ジーズ・インド
ネ シ ア

インドネシア
カラワン県

百万インドネ
シ ア ル ピ ア
1,004,211

自動車部
品の製造
及び販売

所有
87.63

債 務
保 証 先

役員の兼任
兼 任 　 2 名

保 証
債 務 616 － －

保 証 料
の 受 入 4 － －

受取利息 6 － －

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等
保証債務は銀行借入れに対して行っております。

2．「取引金額」には消費税等は含まれておりません。
⑶　同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。
⑷　役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,500円46銭
⑵　１株当たり当期純利益 93円76銭

（注）１株当たり純資産額の算定に用いた当事業年度末の普通株式及び１株当たり当期純利益の算定に用いた普通株式の期中平均株式数
については、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式(当事業年度末326千
株、期中平均株式数329千株)を控除しております。

10．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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